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ライフサイクルカーボン評価に係る国土交通省の主な支援措置

①建築物ライフサイクルカーボンの算定に対する支援

建築GX・DX推進事業 【R8当初予算：73億円の内数】
支援対象、補助対象経費 ：住宅・建築物のライフサイクルカーボン評価の実施に要する費用
補助率・補助限度額 ：定額（上限額：650万円/件以内の定額

（BIMモデルを作成した上でLCCO₂評価を行う場合、上限500万円/件))

②建材等のCO₂量原単位の策定に対する支援

CO₂原単位等の策定に係る支援 【R8当初予算： 73億円の内数】
支援対象、補助対象経費 ：建材・設備に係るCO₂原単位等策定に係る経費
補助率・補助限度額 ：定額（上限額：400万円/件等）

③建築物ライフサイクルカーボンの評価及び削減に取り組む先導事業に対する支援

サステナブル建築物等先導事業（LCCO₂評価先導型）【R8当初予算：36億円の内数】
支援対象 ：ライフサイクルカーボン削減に向けて先導性の高い住宅・建築物のプロジェクト
補助対象経費 ：設計費、建設工事費等のうち、先導的と評価された部分
補助率・補助限度額 ：補助率：1/2 等、 限度額：3億円/件 等

④建築物ライフサイクルカーボンの評価促進のための環境整備に対する支援

カーボンニュートラルの実現に向けた住宅・建築物の体制整備事業 【R8当初予算：4.59億円の内数】
支援対象 ：民間事業者等
補助対象経費 ：ライフサイクルカーボンの削減に向けた取組に関する周知啓発、人材育成
補助率・補助限度額 ：定額、限度額なし

建築物のライフサイクルカーボンの評価及び削減を促進するため、ライフサイクルカーボン評価の実施、削減に資する先導的な事業、
削減に向けた取組に関する周知啓発、人材育成等への支援を実施
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建築物の資材製造、施工、使用から解体までの各段階における省エネ・省資源・脱炭素の取組によりライフサイクルでの温室
効果ガス排出量を削減する建築物(※)の供給を促進するため、新築・増改築、改修事業において、既存躯体の活用、低炭
素建材の採用など、省エネ・省資源・脱炭素への取組を支援する事業を創設する。

令和９年度予算概算要求額：
住宅・建築物カーボンニュートラル総合推進事業（1,699.04億円）の内数建築物ライフサイクルカーボン削減推進事業

①資材の使用量削減例

②木質化
CLTによる床スラブ

[既存躯体の活用]
①高炉セメント
RC躯体に積極採用[躯体への使用]

③電炉鉄躯体再利用
・図面復元
・劣化診断等
・長寿命化補強

等が必要

既存地下躯体を再利用
新規に必要な材料を削減

低炭素建材への投資、イノベー
ションが必要

※改正建築物省エネ法（令和８年7月31日公布）において新たに建築物ライフサイクルカーボン評価制度を創設

②製造時排出量の少ない建材・設備の採用例

資材製造段階 施工段階 使用段階 解体段階

<建築物のライフサイクルでの温室効果ガス排出量削減>

[鉄の使用量●kg ✕ ○kg-CO2e/kg]
＋

[コンクリートの使用量■kg ✕ □kg-CO2e/kg]
＋

[木材の使用量▲kg ✕ △kg-CO2e/kg] 
：

建築物において採用する資材（建材・設備）ごとに、当該資材の製造時排出量を算定し、集計

■ 資材製造段階の算定方法のイメージ

「資材の使用量削減」 
・既存躯体の活用 等
「製造時排出量の少ない建材・設備の採用」
・低炭素建材
・リサイクル材 等

が重要

ライフサイクルカーボン

■ 評価される取組の例

■ 建築物のライフサイクル

「資材の使用量」 ✕ 「当該資材の排出量データ」

■ 支援対象
新築・増改築、改修事業等において、省エネ・省資源・脱炭素に資する躯体工事・設備工事等の費用を支援 3



・事業期限を延長する（令和9年度→令和１3年度）

・支援内容について、建築生産プロセスの生産性向上を図るため、一部拡充する

① BIM活用型 ② LCCO2評価実施型

③-a DX実証型
補助対象： 生産性向上が見込まれるシステム・施工等合理化機器等につい

て、実際の建設現場等での実証費用（導入費用・効果検証費用）

補助率  ：（導入費用）１／２ + （効果検証費用）定額

③-b DX普及型
補助対象： 施工等合理化や技術の標準化を図る機器の導入費用

 当該機器の運用に必要な費用
補助率   ： １／２

要求内容

＜対象システム・施工等合理化化機器等のイメージ＞
有識者による第三者委員会により選定されたシステム・機器を対象
・ BIM等との連携による部材オフサイト化やサプライチェーン最適化による生産性向上
・ フィジカルAI搭載ロボ（部分施工ロボ、搬送ロボ）の導入
・ ３Ｄプリンタの導入による工期短縮・建設費低減の効果検証

施工等合理化機器等の実証・普及までの
支援のイメージ

実証 普及

DX実証型
（③-a）

DX普及型
（③-b）

拡充

拡充

継続 継続

出典：竹中工務店HP出典：国立研究開発法人産業技術総合研究所HP
https://www.aist.go.jp/aist_j/press_release/pr2018/pr20180927/pr20180927.html

延長

建築ＧＸ・ＤＸ推進事業 拡充・延長

４．住宅・建築物分野の省エネ・脱炭素取組の推進／５．供給力強化に向けた担い手の確保・生産性の向上
令和９年度予算概算要求額：103億円

建築物のライフサイクルカーボン(LCCO2)削減の推進(GX)と建築業界全体の生産性向上の推進(DX)を図るため、建築物
LCCO2評価の実施と建築BIMの普及拡大を一体的・総合的に支援しているところ、BIM等と連携した施工等の合理化に資
する機器等を導入し、建築生産プロセスの生産性を向上する取組への支援を強化する。

背景

・建築生産プロセスにおける担い手不足は、今後、深刻化するおそれ。熟練技術者の高齢化も深刻であり、技術の継
承が困難となるおそれ。これにより、１７の戦略分野をはじめ、様々な建築需要に応えることが困難となるおそれ。

・BIM等との連携を図りつつ、施工等の合理化に資する機器やシステムを導入し、建築生産プロセスの生産性向上
を図ることは喫緊の課題。

提供：清水建設

人間型ロボット 自走式墨出しロボット双腕多機能ロボット（OAフロアの施工）
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＜事業の内容＞ ＜事業イ メージ＞

１．ＪＡＳ構造材・ＣＬＴ等による木造化総合対策事業（拡充）

① 一般流通材の高度利用やＣＬＴ等の活用による木造化技術の開発・普及、

土木分野での利用促進、輸出先国の規格・基準への対応、JAS構造材の生

産性向上に資する技術開発の取組等を支援します。

② 一般流通材、ＣＬＴを活用した建築物等の先駆性等の高い設計・建築実証、

建築物への木材利用によるLCCO2削減効果の実証、土木分野への木材利用

技術の性能実証等を支援します。

③ 建築物LCAの制度化を見据えた木材炭素貯蔵評価手法の検討や「建築物へ

の木材利用に係る評価ガイダンス」の改訂による木材の環境価値の見える化に

資する取組を実施します。

２．木材の生産・流通特性を踏まえた合理的な価格形成の促進（拡充）

木材の産地や品目等も踏まえた、木材流通の各段階におけるコストや取引実態、

課題等の調査・分析を実施します。

森林循環利用・付加価値創出対策のうち木材等の付加価値向上・需要拡大対策のうち

建築用木材供給・利用強化対策

＜対策のポイント＞
民間非住宅分野等におけるＪＡＳ構造材・ＣＬＴ等の多様な木質材料を活用した木造化､木材の合理的な価格形成の促進等の取組を支援します。

木材の生産・流通特性を踏まえた合理的な価格形成の促進

ＪＡＳ構造材・ＣＬＴ等による木造化総合対策事業

一般流通材の高度利用や
ＣＬＴ等の活用による木造
化技術の開発・普及

一般流通材、ＣＬＴを活用した
建築物等の設計・建築実証

産地や品目を踏まえた木材の
生産・流通コストや取引実態の
調査、コスト構造等の分析

合理的な価格形成に向け
た試行的取組等を通じた課
題の抽出・分析

＜事業の流れ＞

国

民間団体等
委託

定額
事業費の定額、1/2、3/10、1/10

民間団体等

（１、２の事業の一部）

（１、２の事業の一部）

（１の事業の一部）

民間団体等

民間団体等
定額

［お問い合わせ先］林野庁木材産業課（03-3502-8062）

土木分野での利用促進に
資する技術開発や性能実証

令和９年度予算概算要求額 1,286,850千円（前年度 981,996千円）
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